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要約　ノーマライゼーションやインテグレーションといった風潮が高まる中，身体障害のある人達が教壇に立ち，

子ども達の教育に携わる機会が増えてきている。一方で，「教員採用」ということになると，その実数は未だ

少ないという現状がある。そこで，本稿では，公的に発表されている統計データを踏まえて，身体障害者の教

員採用の現状について検証し，背景要因や課題について議論を行った。また，子ども達や現職教員が身体障害

のある教員をどのように捉えているかについて検討する為，アンケート調査を実施した。最後に，身体障害の

ある人達の教員採用に向けて，現状の課題を改善する為の視点と今後の展望について述べた。
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1.はじめに

身体障害のある人の教員採用についての先行研究と

して, 2006年に独立行政法人高齢・障害者雇用支援機

構が「視覚障害者雇用の拡大とその支援一三療以外の

新たな職域開拓の変遷と現状」という論文を発表して

いる。この論文では，視覚障害のある教員の利点や教

員採用試験における配慮事項が広まってきた背景が述

べられている。確かに，近年，身体障害があっても可

能な限り同等のチャンスを与えようという流れがある

と考えられる。しかしながら，何か身体障害のある人

の教員採用を妨げてきていたのか，また身体障害のあ

る人が教育現場に参入する際の利点と課題は何なの

か，という点は依然として明らかではない。このまま

の状況では，身体障害のある人の教員採用における問

題の援本的対策には繋がらないと考える。

そこで本研究では，身体障害のある人が教員を目指

す過程において関わるべき人や機関を見直し，教育現

場に参入する際の利点や課題を多くの視点から探るこ

と通して，身体障害のある人の教員採用における問題

の解決策を考えていく。

2 ．身体障害のある人とその就職

身体障害のある人とは，身体障害者福祉法におい

て，次のように定義されている。

身体障害者福祉法第4 条（身体障害者）

この法律において，「身体障害者」とは，別表に

掲げる身体上の障害がある十八歳以上の者であっ

て，都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受け

たものをいう。

では，身体障害者福祉法の定義に当てはまる人はど

のくらいいるのだろうか。「平成19年度社会福祉行政

業務報告結果の概況」（厚生労働省）を整理すると，

次のようになる。

図1　身体障害のある人の障害種別人数と割合（人／％）
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図2　身体障害のある人の年齢別人数と割合（人／％）

18歳以上

4,837,322,

98%

18歳未満

109,099,2%

平成19年度において身体障害者手帳の交付を受けて

いる人は約4,950,000人である。図1・2からわかるよ

うに，手帳所有者のほとんどが18歳以上で，障害種別

では肢体不自由が最も多い。また，総務省の人口推計

月報によると, 2008 年9 月1 日現在の日本の総人口は127,680,000

人であるため，身体障害のある人は国民全

体の約3,88％にのぼる。

就職可能な年齢を18歳と仮定すると，18歳以上で身

体障害のある人は4,837,322人である。「平成19年度6

月1 日現在の障害者の雇用状況について」（厚生労働

省）によると，就職者は221,991人であるから就職率

は約4.6%となる。
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3. 身体障害のある人の就職

では，身体障害のある人はどのような職業に就いて

いるのだろうか。平成19年度6 月1 日現在の障害者の

雇用状況について（厚生労働省）を整理すると次のよ

うになる。

図3　 身体障害のある人の民間企業における就職先
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図3 は，民間企業に就職している180,985人の就職

先を，就業人数の多い順に並べたものである。製造業(65,753

人）が圧倒的に多く，割合にして約36％を占

める。2 位の卸売・小売業(24,910人，約14%),  3

位のサービス業(23,242人，約13%) をあわせると，

上位3 業種で6 割以上を占めている。

図4　 身体障害のある人の国及び地方公共団体の機関に

おける就職先
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図4 は国及び地方公共団体の機関に就職している41,006

人の就職先を，就業人数の多い順に並べたもの

である。市町村の機関(16,089人）が特に多く，割合

にして約39％を占める。2 位から4 位まではほとんど

差がない。

4.障害者雇用率制度と就職

わが国では，「障害者である労働者は，経済社会を

構成する労働者の一員として，職業生活においてその

能力を発揮する機会を与えられるものであり，自ら進

んで，その能力の開発及び向上を図り，有為な職業人

として自立するように努めなければならない」という

基本理念の下に，「障害者の雇用の促進等に関する法

律」が定められている。この第37条・第48条では，民

間企業・国・地方公共団体に対して，一定の割合に相

当する人数以上の身体障害又は知的障害のある人を常

用労働者として雇用することを義務付けている。表1

に機関別の法定雇用率を示す。

表1 ：機関別の法定雇用率

機　関　等 ��
法定

雇用率 �

法定雇用率が適用

される機関等の規模

民間

企業 �

一般の

民間企業 �1.8
％ �常用労働者数56人以上

�特殊

法人等 �2.1% �
常用労働者数48人以上

国，地方公共団体 ��2.1% �職員数48人以上

都道府県等の

教育委員会 ��2.0% �
職員数50人以上

「平成19年度6 月1 日現在の障害者の雇用状況につい

て」（厚生労働省）によると，法定雇用率を達成でき

ている企業や機関の割合は，一般民間企業が43.8%,

特殊法人等が60.7%, 国の機関が100%, 市町村の機

関が81.1%, 都道府県等の教育委員会が4.3%と，かな

りばらつきがある。企業や機関の雇用に対する姿勢

は，身体障害のある人の就職に大きくかかわっている

と考えられる。

5 ．教員の数

「平成19年度学校基本調査」（文部科学省）によれ

ば，平成19年5 月1 日現在,公立の小・中・高等学校，

特別支援学校に勤務している教員は，全国で895,622

人にのぼる。

筆者は全国の教育委員会のホームページから過去5

年間における教員採用試験合格者のうち，身体障害の

ある人がどのくらいいるのかというデータを50件程度

集めた。これによると教採合格者のうち身体障害のあ

る人の占める割合の平均は0.3％であった。よって，

身体障害のある教員は895,622人×0.3% ≒2,687人であ

ると推測することができる。
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6 。教員と教育委員会

教員は，「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」により，教育委員会の職員として位置づけられて

いる。また，この法律を詳しく見ていくと，教育委員

会の職員は教員だけではなく，教育委員会事務局職員

（指導主事，事務職員，技術職員その他の所要の職員）

も含まれていることが分かる。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第23条（教育委員会の職務権限）

教育委員会は，当該地方公共団体が処理する教

育に関する事務で，次に掲げるものを管理し，及

び執行する。
3 ．教育委員会及び学校その他の教育機関の職員

の任免その他の人事に関すること。
第18条（事務局）

教育委員会の権限に属する事務を処理させるた

め，教育委員会に事務局を置く。
第19条第1 項（指導主事その他の職員）

都道府県に置かれる教育委員会（以下「都道府

県委員会」という。）の事務局に，指導主事，事務

職員，技術職員その他の所要の職員を置く。

第21条（事務局職員の定数）

第19条第1 項に規定する事務局の職員の定数は，

当該地方公共団体の条例で定める。ただし，臨時
又は非常勤の職員については，この限りでない。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では3 つの職

種をあわせて2,0%の雇用を義務付けているため，身

体障害者のある人を事務局職員としてたくさん採用し

ている県や，教員としてたくさん採用している県など

様々な自治体が存在しうる。教員としてどれだけ採用

するかは各教育委員会にゆだねられているといえる。7

．教育委員会と障害者雇用率

前項でも述べたように，「障害者の雇用の促進等に

関する法律」には都道府県教育委員会において障害の

ある人を2.0%以上雇用するよう規定されているが，

「障害者の雇用の促進等に関する法律第39条第2 項の

規定に基づく，都道府県教育委員会に対する適正実施

勧告の発出について」（厚生労働省, 2007) によると，

平成19年6 月1 日現在，雇用率の全国平均は1,51%で

あり，雇用率を達成できている教育委員会は大阪府と

京都府の2 機関しかない。都道府県別の詳細は表2 の

通りである。

表2 ：都道府県教育委員会の障害者雇用率（単位：％）

県名 障�害者雇

用率 県�名 �障害者雇用率
大阪府 2�.26 �神奈川県 �1.45京都府 2�.1

4 �

青森県 �1.43

和歌山県 �1.98 �福岡県 �1.41

奈良県 �1.9 �島根県 �1.39

石川県 �1.85 �富山県 �1.38

熊本県 �1.83 �宮崎県 �1.37

兵庫県 �1.78 �山口県 �1.36

群馬県 �1.77 �埼玉県 �1.36

静岡県 �1.75 �三重県 �1.35

東京都 �1.73 �千葉県 �1.32

長野県 �1.71 �高知県 �1.3

徳島県 �1.69 �沖縄県 �1.28

香川県 �1.69 �山梨県 �1.27

愛媛県 �1.65 �福井県 �1.23

鳥取県 �1.61 �愛知県 �1.22

滋賀県 �1.58 �岩手県 �1.19

北海道 �1.57 �秋田県 �1.18

佐賀県 �1.57 �茨城県 �1.17

大分県 �1.54 �栃木県 �1.14

宮城県 �1.51 �山形県 �1.1

長崎県 �1.51 �岡山県 �1.1

鹿児島県 �1.49 �新潟県 �1.09

広島県 �1.48 �福島県 �1.03

岐阜県 �1.47

同法には，「厚生労働大臣は，特に必要があると認

めるときは，当該機関の任命権者に対して，障害者採

用計画の適正な実施に関する勧告を行うことができ

る」（第39条第2 項）などの規定もある。これを受け

て，平成19年10月30日には，静岡県，京都府，大阪

府，奈良県，和歌山県，鳥取県，愛媛県，佐賀県，大

分県教育委員会を除く38の教育委員会に対し，採用計

画に基づいて採用を行うよう，厚生労働省から勧告が

出された。

8.ダブルカウントと除外率制度

「障害者の雇用ひろしま2006～2007 」（広島県商工

労働部）は，雇用率や雇用すべき人数を算定する際，

次のような調整がなされていると指摘している。

（1）重度障害者をダブルカウントする

障害が重いということは，企業の生産性を下げるこ

とに繋がりかねない。しかしそれを理由に企業が障害

の重い人の雇用を拒否すれば，障害が重い人の就職は

困難になってしまう。これを避けるため，「障害の重

い人を1 人雇うこと＝障害の軽い人2 人を雇うこと」

という考え方を導入している。これにより，企業は雇

用義務人数を達成しやすくなり（補助金を手に入れや

すくなり），障害の重い人は就職の機会が広がるとい

うメリットがある。

つまり，資料によっては法定雇用率や雇用義務人数
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を算定するために，障害のある人の数を多く見積もっ

ているものがあるということだ。

（2）除外率制度の存在

除外率制度とは，雇用義務人数を算定する際，ある

業種については全体の職員数をいくらか割り引いて算

定するという制度である。すべての事業主が平等に身

体障害者又は知的障害者を雇用するという社会連帯の

理念からすれば，個々の事業主が雇用すべき身体障害

者又は知的障害者の数は，その事業主が雇用するすべ

ての労働者の数に障害者雇用率を乗じて算定すべきも

のと考えられる。しかし，職務によっては，身体障害

者及び知的障害者が就業することが困難であり，一律

に雇用率を適用するのが不適当なものがあることも事

実である。このため，身体障害者及び知的障害者の就

業が一般的に困難であると認められる職種が相当の割

合を占める業種ごとにあらかじめ除外率を定め，雇用

しなければならない法定雇用障害者数を算定する際の

基礎となる常用労働者数の算定に当たっては，この除

外率に相当する労働者を控除することとされているの

である。除外率が設定されている業種とその除外率を

表3 に示す。

表3 ：除外率設定業種とその除外率

除外率設定業種 �除外率

・有機化学工業製品製造業

・石油製品・石炭製品製造業

・輸送用機械器具製造業 �5

％

・その他の運輸に附帯するサービス業

・電気業 �10
％

．非鉄金属製造業　・船舶製造　・修理業

・舶用機関製造業　・倉庫業

・航空運輸業　　　・国内電気通信業 �15

％

・窯業原料用鉱物鉱業　・水運業

・その他の鉱業

・採石業，砂・砂利　・玉石採取業 �20

％

・非鉄金属第一次製錬　・精製業

・貨物運送取扱業 �25
％

・建設業　・鉄鋼業　・郵便局 �30 ％

．道路貨物運送業

・港湾運送業 �35 ％

・鉄道業　・医療業　・高等教育機関 �40 ％

・林業（狩猟業を除く｡） �45 ％

・金属鉱業　・児童福祉事業 �50 ％

・特別支援学校（盲学校を除く。

） �55%
・石炭・亜炭鉱業 �60 ％・道路旅客運送業・小学校

6 � 5 ％

・幼稚園 �70 ％

・船員等による船舶運航等の事業 �90 ％

例えば，ある県（市）に教員が1000人いるとする。

中学校教員の場合，除外率は設定されていないので，

法定雇用率の2,0%がそのまま適用される。つまり，

1,000人×2.0％＝20人が雇用義務人数となる。小学校

教員の場合，除外率が65％であるので，ます1,000人

の65％である650人が割り引かれる。そして残りの350

人に対して法定雇用率の2,0%が適用される。つまり，

（1,000人-650人）×2,0% = 7人が雇用義務人数とな

る。たかが14人の差と思うかもしれないが，何十万の

規模となったら大きな差になる。

特別支援学校教員が55%, 小学校教員が60％と，他

業種と比較してもかなり高めに設定されている。そも

そも，教員は「身体障害者及び知的障害者の就業が一

般的に困難であると認められる職種が相当の割合を占

める業種」であるのだろうか。

現在では，ノーマライゼーションの理念の実現，欠

格条項の見直しといった社会環境の変化や，職場環境

の整備等が進んでいる状況を踏まえ，除外率制度は平

成16年4 月1 日にまず一律10％引き下げられ，その

後，段階的に縮小，ゆくゆくは廃止される方針である

が，この制度が障害のある人の就職，教員採用に影響

を及ぼしていることは確かであろう。

除外率制度を別の側面から見ると，各職業に就業し

ている身体障害のない人は，障害者雇用率に関する資

料に示されている数よりも多いと考えられる。（例：

鉱業は除外率が20％であるから1.2倍，建設業は除外

率が30％であるから1.3倍）これを踏まえて，民間企

業と教員において身体障害のある人が占める割合を比

較したものを図5 に示す。これを見ると，身体障害の

ある人が占める割合が最も低い職種は教員であるとい

える。

図5　 職種別の身体障害のある人が占める割合
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身体障害のない教員がほとんどで，身体障害のある

教員の数が少ないという状況で直接比較ができるの

か，という反論が予想されるが，「身体障害のある教

員の数が少ない」こと自体が問題なのではないかと考

える。教育・学習支援業は似た業種であるが教員の3

倍ほどの割合を占めていることから，身体障害のある
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教員の数が少ないことの要因の1 つに教員採用試験が

関係していると考えられる。

9 。身体障害のある人と教員採用試験

身体障害のある人が教員採用試験を受ける上で利用

できる制度として，身体障害者特別選考がある。これ

は，1 級から6 級の身体障害者手帳の交付を受け，自

力通勤 。介助者なしの職務遂行が可能な者に対して，

採用試験の際に障害の種類や程度に応じた配慮や実技

の免除などを行う措置である。

図6　 身体障害者特別選考を実施した自治体数
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図6 は過去8年間の身体障害者特別選考を実施した

自治体の数を示したものである。平成18年以降の伸び

が大きい。近年，一般企業に比べて学校などの教育現

場での障害者雇用率が低いとの指摘を受けて，導入す

る県や市が増えていると考えられる。

配慮事項の具体例としては，点字受験の許可，手話

通訳者の配置，実技試験の免除など主に13項目があ

る。

図7　 視覚障害のある人への配慮を行った自治体数

60

50

40

30

20

10

0

点字 受 験

試験 時 間の 延 長

文 字･ 用紙 の拡 大

ライトスタンド･拡 大鏡

の 使用

点 字補 助員
平

成
2
0

年

平

成
1
9

年

平

成
1
8

年

平

成
1
7

年

平

成
1
6

年

平

成
1
5

年

平

成
1
4

年

図8　 聴覚障害のある人への配慮を行った自治体数
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図9　 肢体不自由のある人への配慮を行った自治体数
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図10　共通の配慮を行った自治体数
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図7 から図9 は，過去7 年間において視覚障害・聴

覚障害・肢体不自由のある人への配慮を行った自治体

数の推移を，図10は共通の配慮を行った自治体数の推

移を，配慮事項ごとに示したものである。年を追うご

とに，様々な配慮事項を行う自治体が増えていること

がわかる。平成19年度までに，各自治体が導入してい

る配慮事項の総数を表4 に示す。

表4　 これまで導入された配慮事項数

配慮事項13�高知，福岡県

12 �愛知県，北海道，大阪府

11 �岐阜県，静岡県

10 �

新潟県，秋田県，三重県，埼玉県，広島県，

徳島県，熊本県，兵庫県，京都府

鹿児島県

71

障害者教育・福祉学研究第5 巻



9 �栃木県，茨城県，福井県，山口県，奈良県

�神奈川県，宮城県，長野県，東京都

8 �富山県，滋賀県，愛媛県，石川県，和歌山県

7 �大分県，香川県，福島県，山形県，宮崎県

�岡山県，青森県，長崎県

6 �群馬県，山梨県

5 �千葉県，沖縄県

4 �岩手県，島根県，鳥取県

3 �佐賀県

配慮事項を数多く実施しているということは，様々

な障害のある人が受験することを想定し，より多くの

障害のある人を採用する意思があると考えることがで

きる。身体障害者特別選考を導入する自治体が増え，

配慮事項を多く実施する自治体も増え，とてもよい傾

向であるように思われる。しかし，図11を見ると，現

在の身体障害者特別選考における問題点が浮き彫りに

なってくる。

10 ．身体障害者特別選考の課題

図11　 配慮事項の数と障害者雇用率の関係
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図11は，表4に示した配慮事項の数と障害者雇用率

との関係を示したものである。ばらつきが大きくそれ

ほど相関関係があるとはいえないが，傾向としては主

に4つの領域に分けることができる。配慮事項の数が

多く雇用率も高い（I・右上の円），配慮事項の数は

中程度で雇用率も中程度である（Ⅱ・中央の円），配

慮事項の数が少なく雇用率も低い（Ⅲ・左下の円），

配慮事項の数は多く雇用率は低い（Ⅳ・左上の円）で

ある。

Iは現状のままでも雇用率が高く，Ⅱ・Ⅲは配慮事

項をより多く実施していくことで雇用率の改善が期待

できる。しかし，Ⅳは配慮事項を数多く行うことが雇

用率を高めることに繋がっていないようである。雇用

率を上げていくためには，配慮事項を行うこと以外に

も何らかの対策が必要になる。

朝日新聞・三河版(2007) は，各都道府県教育委員

会の障害者雇用率について，配慮事項以外の観点で以

下のように分析している。

全国で最も雇用率が高かったのが大阪府。受験

上の配慮をするだけでなく，採用人数は定めない

身体障害者枠の特別選考を2002年4 月採用の教員

試験から実施。この6 年間で39人が合格している。

雇用率は低いが早い時期からそれなりの対策を

打ち出してきた栃木県のような例もある。 2001年

度から障害者枠を設けてきた。ただ，中学高校教

師に限定されたこともあり　採用実績は7 年間で6

人にとどまる。

身体障害者特別選考についての情報がより多くの人

に広まるよう周知の仕方を見直したり，採用人数や校

種を限定することなく募集したりすることも雇用率を

高めていく上では重要になるようである。

この現状に対し，Ⅳに該当する教育委員会では，以

下のような見解を出している。

現在，障害者手帳を持つのほとんどは事故や病

気による採用後の障害。障害者で教員免許を持つ

人自体が少なく，やむを得ない。採用試験で点字

や手話通訳，要点筆記なども使えるが，近年全体

の志願倍率が高く，視覚・聴覚障害者の採用はない

。

つまり，以前教員だった人が障害のある教員として

カウントしなおされることはあるが，新規採用はなか

なか難しい，ということである。ここから考えれば，

障害があって教員免許を持つ人が増えれば，現状は改

善するのだろうか。

では次に，教員免許を取得することができる教員養

成大学の見解を見てみる。「国立大学における身体に

障害を有する者への支援等に関する実態調査報告書」

（平成13年6 月　国立大学協会　第3 常置委員会）に

よると，以下のような事例が報告されている。

・全盲者の教員採用試験に際し，本人は普通学校

（中学）の教員を希望していた。県教育委員会に

相談したところ，普通学校の教員としては教育
指導上の視点から問題（例：板書の問題等）が

あるので不適とされるやり取りがあった。

・1 次は合格しても　2 次は合格しない。また，2

次に合格してもなかなか採用までいたらなかっ

た。

教育委員会は，「障害があって教員免許を持ってい

る人が少ないのだから仕方がない。」と言う。対して

大学は，「教員採用試験を受験してもなかなか合格し

ない。」と言う。堂々巡りである。

11 ．教育現場の声

教育委員会や大学の見解に対して，子どもたちや周

りの教員は，身体障害のある教員をどう捉えているの

だろうか。筆者は，平成18年度に教育実習を行った小

学校で，教員や児童に対し自由記述のアンケート調査
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を行った。

（1）児童用アンケート

（I ）車椅子の先生が来ると聞いて始めはどう思い

ましたか。

図12　 設問（I ）に対する回答／（単位：票）
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（Ⅱ）4週間車椅子の先生と一緒に過ごしてどう思

いましたか。

図13　設問（Ⅱ）に対する回答／（単位：票）
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図14　プラスの感情をもった要因（単位：票）
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図12 ・ 図13に実習当初と最終日の筆者への印象の変

化を示す。また図14に変化の要因を示す。児童は当初

戸惑いを覚えるものの，だんだんと違和感が薄れてい

ったり，一人の教師として受け入れたりすると考えら

れる。

児童の興味を引く授業内容を考え，一人ひとりを大

切にする意識で児童に接し，児童と触れ合う時間を多

くとろうと努めることで，身体障害があっても児童と

信頼関係が築けると考えることができる。

（2）教員用アンケート

（I ）正規の職員として勤務する場合，一番ネック

になることは何だとお考えですか。

図15　 設問（I ）に対する回答／（単位：票）
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（Ⅱ）障害のある教師だからこそできることがある
どしたら，それは何だとお考えですか。

図16　 設問（Ⅱ）に対する回答／（単位：票）
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図15 ・ 図16は教育現場での課題や利点を示したもの

である。課題としては，移動や指導方法，緊急事態の

対応などがあり，どれもその根底には教具 。設備不足

がある。どのように工夫して乗り越えていくかが重要

になる。

利点としては，生き様を見せること，心の教育をす

ること，障害について共に考えることなどが挙がっ

た。教師の生きる姿やこれまで経験してきたことが児

童に伝わり，説得力を増して様々な教育に繋がってい

くという大きな流れがあるように感じた。時には弱さ

も見せながら，ありのままの自分白身でいることが

様々な教育的効果を高められると考える。

12 ．支援体制の確立に向けて

以上の事柄を踏まえ，教員を目指し職務を遂行して

いく上で，本人および周りの人々や機関の望ましいあ

り方を提言したい。

（1）大学などの教育機関のあり方

教員を目指すに当たっては，まず教員免許状を取得
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しなければならない。教員免許状は教師になるための

必須の資格であり，この取得者か取得見込み者でなけ

れば原則として教員採用試験は受験できない。教員免

許状は，通信教育で取得することもできるが，大学で

教職課程を履修する方法が最も一般的である。

何らかの身体障害がある場合，授業を受けづらかっ

たり，大学生活を送りにくかったりすることがあるか

もしれない。そんな障害学生を支援するため，パンフ

レットやガイドブックを作成して必要な情報を援供し

たり，サポート学生を募ったりしている大学も増えて

いる。

日常生活のみならず，進路を選択する際にもガイダ

ンスや個別相談を重視し，「教員になりたい」という

希望をサポートしていく役割が大学などの教育機関に

は求められる。「合格しないから」と考えるのではな

く，一人ひとりの学生の職業選択の意思を尊重するこ

とが大切である。受験者の増加が試験制度の見直しな

どに繋がる可能性も考えられる。

（2）国のあり方

今まで以上に障害のある人の雇用が広まるような対

策を行っていく必要があると考える。

特に除外率の縮小は重要である。誰もが希望する仕事

に就き，職業選択の自由が守られるような社会づくり

が求められる。また，法定雇用率を達成できている教

育委員会や企業などがきちんと利益を受けられるよ

う，障害者雇用制度のより一層の検討が望まれる。

（3）教育委員会・採用試験のあり方

教員採用試験の願書を援出するころから，教育委員

会ともかかわりをもつようになる。必要であれば身体

障害者特別選考を利用し，教育委員会と連絡を取り合

いながら配慮事項を決定した上で，実力を最大限に発

揮したいところである。

これまで述べたように，近年，身体障害者特別選考

の導入が進んだり，様々な配慮事項が実施されたり

と，身体障害のある人にも可能な限り同等のチャンス

を与えようとする傾向が強まっている。しかしながら

「受験する」というハードルは下がっても，「採用する

か否か」のハードルは依然として高いと考える。

障害者雇用率がなかなか改善しない状況を，「障害

があって教員免許を持っている人が少ないのだから仕

方がない。」と諦めるのではなく，本当に受験する人

たちに見合った配慮ができているのか，情報を周知す

る方法は適切なのか，などの観点で見直す必要がある

と考える。

大阪府のように，採用人数を定めず，幅広く募集し

ていくのも1 つの方法である。「若干名」であると，

それほど多くはない・採用されるか分からないという

印象を与え，受験者が「合格しないかもしれない」，

「自分には無理だろう」という否定的な構えを作って

しまうと考える。採用人数を定めないことで否定的な

構えが弱まり，受験者の増加が期待できる。受験者の

増加は，雇用率を高め，よりよい人材を確保するため

の第一歩になるだろう。

また，せっかくの受験生を「教育指導上に問題があ

る」などと切り捨ててしまうのではなく，教育実習や

講師経験などの状況を踏まえて前向きに評価していく

ことが求められる。教員採用試験は単なる競争ではな

く，選考試験であるという原点に帰る必要があるだろ

う。

採用後に関しても，現在，自宅または医療機関の近

くに配属する，大規模校に配属する，バリアフリー対

策の進んでいる学校に配属するなどの配慮が行われて

いるが，より一層身体障害のある教員やそれを支える

周りの人々が働きやすい環境を整える役割が期待され

る。

（4）周りの教員とのかかわり

教育現場に入ったとき，職務上で一番支援を受ける

のはやはり周りの教員であろう。独立行政法人高齢・

障害者雇用支援構構（2006）も，障害のある人への職

場における支援について，職場で求められる業務を単

独で遂行するための物理的支援と，同僚などの人的支

援の重要性を指摘している。周りの教員とは，以下の

ように，事前に必要な配慮をリストアップしておき，

どのように解決するかを考える必要がある。

（例）：黒板が高くて板書しにくい。

．物で解決する：低い黒板を用意する。ホワイト

ボードに板書する。

・人で解決する：T･T の授業が可能であれば，も

う1 人の教員にお願いする。

．方法を変える：黒板を使わなくてもよい（プリ

ントなどでできる）授業を考える。

（5）児童・生徒とのかかわり

前述したとおり，児童生徒は当初戸惑いを覚えるも

のの，ともに過ごしていく中でだんだんと違和感が薄

れていったり，一人の教師として受け入れてくれたり

すると考えられる。障害があったとしても，授業内容

や指導方法を工夫し，ありのままの姿を見せていくこ

とで他の教員とは違うものを伝えられる可能性があ

る。他の教員とは同じようにできない部分，児童生徒

に迷惑をかけてしまう部分もあるかもしれないが，障

害があるからこそできることを大切に，日々向上心を

もって職務を遂行していくことが大切であると考え

る。
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13 ．おわりに

これまで，身体障害のある教員が少ないこと，その

要因と解決策について述べてきた。身体障害のある人

が教員となり，教育現場に参入するにあたっては，

「障害があるから」と諦めるのではなく，「障害がある

からこそ」の何かを周りの人々に伝え，困難にぶつか

りながらも1 つ1 つ乗り越えていく必要があると考え

る。
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